事　務　執　行　概　要

子　育　て　支　援　課　

企　画　調　整　グ　ル　ー　プ

１　室の総括業務

室の一般庶務、予算管理などのほか、物品の購入・出納等に関する事務の適正な執行に務めた。その他室内各課及び各室（課）との連絡調整を図り、業務の円滑な推進に努めた。

２　大阪府子ども施策審議会の運営
（単位:千円）

	予　算　額
	㉘　２３２
	㉙　２３０
	㉚　２９１

	決　算　額
	１６２
	１３９
	２４９


子ども・子育て支援法及び大阪府子ども条例ほかに基づく「大阪府子ども総合計画（平成27年3月策定。計画期間平成27～令和元年度）」の進捗状況をとりまとめ、大阪府子ども施策審議会に報告し、その意見を踏まえて関係部局と調整し、計画の効果的な推進を図った。

○　大阪府子ども施策審議会

　(1) 委員数（平成３１年３月３１日現在）

        １８人

　(2) 開催日

　　　　平成３０年１１月２２日（木）
○　根拠法令等　大阪府子ども施策審議会条例
大阪府子ども条例

３　ひとり親家庭医療費助成事業の補助
（単位：千円）
	予算額
	㉘
	3,426,823
	㉙　　 
	3,337,171
	㉚　　3,264,149

	決算額

（特定財源）
	      3,314,145

（　－　）
	      3,235,472

（　－　）
	 　　 3,235,522

（　－　）


ア 制度の概要

市町村が実施するひとり親家庭医療費助成事業について補助した。

	補助する対象者の

範囲等
	以下に掲げる者の入通院に係る医療費及び事務費

・ひとり親家庭の18歳に到達した年度の末日までの子とその子を監護する父又は母

・ひとり親家庭の18歳に到達した年度の末日までの子とその子を養育する養育者
・裁判所から配偶者暴力等（DV）に関する保護命令が出されたDV被害者と監護される18歳に到達する年度末までの子

ただし、児童扶養手当の一部支給の所得制限を準用

	補助率
	・医療費補助金

・事務費補助金


	審査支払事務費

その他事務費
	1/2

1/2

1/2


○根拠法令等         ・大阪府市町村ひとり親家庭医療費助成事業費補助金交付要綱

イ 事業実績

	
	補助基本額
	交付額
	補助事業者

	医療費補助金
	5,830,887,087       
	円
	2,915,443,533
	円
	府内43市町村

	事務費補助金
	251,718,737
	円
	125,859,358
	円
	

	計
	6,082,605,824
	円
	3,041,302,891
	円
	


	補助対象者数
	　184,063人


ウ その他の補助

（ア）医療関係団体に対する補助金の交付

本事業を円滑に実施するため医療関係団体に対し、次のとおり補助金を交付した。

	医療関係団体
	交付額

	大阪府視覚障害者福祉協会
	1,000円

	計
	1,000円


○根拠法令等       ・療養費請求書印刷費補助金交付要綱

（イ）国民健康保険に対する補助金の交付

本事業の実施に当たって市町村国民健康保険の財源を援助するため、次のとおり補助金を交付した。

	補助基本額
	交付額
	補助事業者

	388,036,332
	円
	194,018,154
	円
	府内43市町村

（補助率１／２）


○根拠法令等   ・大阪府老人等医療費助成事業の実施に伴う国民健康保険事業費補助金交付要綱

４　乳幼児医療費助成事業の補助

（単位：千円）
	予算額
	㉘
	3,365,863  
	㉙
	3,254,477
	㉚　　3,066,148

	決算額

（特定財源）
	  3,266,826
 （　－　）
	　3,082,887

  （　－　）
	　　　2,969,158
   （　－　）


ア 制度の概要

市町村が実施する乳幼児医療費助成事業について補助した。

	補助する対象者の

範囲等
	以下に掲げる者の入通院に係る医療費及び事務費（平成27年3月診療分までの入院時食事療養費経過措置分含む）

・就学前児童
所得制限あり

扶養親族の数：０人→２４３万円

１人→２８１万円

２人→３１９万円

３人→３５７万円

４人→１人増えるごとに３８万円加算

（老人扶養親族があるときは、その額に当該

老人扶養親族１人につき６万円加算）



	補助率
	・医療費補助金

・事務費補助金


	審査支払事務費

その他事務費
	1/2

1/2

1/2


○根拠法令等     ・大阪府市町村乳幼児医療費助成事業費補助金交付要綱

イ 事業実績

	
	補助基本額
	交付額
	補助事業者

	医療費補助金
（入院時食事療養費経過措置分含む）
	5,530,999,009
	円
	2,765,499,483
	円

	府内43市町村

	事務費補助金
	407,317,115
	円
	203,658,544
	円
	

	計
	5,938,316,124
	円
	2,969,158,027
	円
	


	補助対象者数
	202,883人


推　進　グ　ル　ー　プ
１　児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費（地域子育て支援拠点の環境改善事業費）補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予　算　額
	㉘３，８３８
	㉙２，７４２
	㉚２，０９１

	決　算　額
(特定財源)
	２，５７４

国庫（１，７１６）
	１，３２８

国庫（８８５）
	１９６

国庫（１３１）


　　　　地域子育て支援拠点事業を継続的に実施するために必要な改修や備品の整備を実施できるよう市町村に対して、補助を行った。

○　補助実績　　　２市

　　　○　根拠法令等　　児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費（地域子育て支援拠点の環境改善事業費）補助金交付要綱
２　放課後児童クラブ整備事業費補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉘１６２，００５
	㉙２８３，４９３
	㉚１４８，７６８

	決　算　額
（特定財源）
	１４８，７５０　
（　－　）
	 ２３２，７６２
（　－　）
	 １００，３３３
（　－　）


地域において、子育てしやすい環境の整備促進を図るため、放課後児童クラブの整備を行う市町村に対して、補助を行った。

○　補助実績　　２０市３町（２０８箇所）

○　根拠法令等　大阪府子ども・子育て支援交付金交付要綱

大阪府子ども・子育て支援整備交付金交付要綱

３　子ども・子育て支援交付金
　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉘５，７３９，４４４
	㉙６，２２８，７３５
	㉚６，８４１，５７０

	決　算　額
	５，１２２，４９９
	５，８８３，２２９
	６，２０８，０５４


子ども・子育て支援新制度に基づき策定する「子ども・子育て支援事業計画」により、放課後児童クラブや地域子育て支援拠点事業など、地域子ども・子育て支援事業等を支援するため、市町村に対して補助を行った。

○　補助実績　　　３３市９町１村
　　　○　根拠法令等　　子ども・子育て支援法第５９条

４　大型児童館「ビッグバン」の管理運営業務委託

　　　　　　　　                                            　　　　　 （単位：千円）

	予　算　額
	㉘２０，０７０
	㉙１３，２９４
	㉚１５，２９２

	決　算　額
	　２０，０７０
	　１３，２９４
	　１５，２９２


　子どもの豊かな遊びと文化創造の中核拠点である府立大型児童館「ビックバン」の管理運営業務を指定管理者制度により委託した。

○　委託先　    一般財団法人大阪府地域福祉推進財団

○　根拠法令等　大阪府社会福祉施設設置条例

５　関西子育て世帯応援事業（まいど子でもカード）の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	  ㉘９，８８０
	㉙１０，１０８
	㉚８，５５５

	決　算　額
	９，８７５
	８，０３９
	８，５５１


　

　　関西２府８県（福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県、徳島県、鳥取県）では、子育て世帯を社会全体で応援する気運を醸成するため、企業等の協賛により、シンボルマークのついた携帯電話画面や会員証（カード）などを店舗で掲示することで、割引・特典などのサービスが受けられる「関西子育て世帯応援事業」を展開した。

大阪府では、その一環として、「まいど子でもカード」普及・ＰＲ事業を実施した。

　○　委託先　　①株式会社関西ぱど

　　　　　　　　②株式会社ディスクロードグループ

　○　内　容　　①まいど子でもカードの登録システムの運営・管理及びホームページの作成

　　　　　　　　　まいど子でもカードにかかる企業及び子育て世帯への広報　等

　　　　　　　　②ホームページのサーバ保守管理

　○　登録状況

　　　　・子育て世帯　１９８，８２２人

　　　　・店舗　　　　１１，６６３店舗　　　　　　　　　平成31年3月31日時点

６　地域少子化対策重点推進事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉘１７５，４７０
	㉙１３，１５０
	㉚４０，７６０

	決　算　額

（特定財源）
	１２，０８６
国庫（１２，０８６）
	１０，７０３
国庫（１０，７０３）
	３３，１６１
国庫（３３，１６１）


地域における少子化問題に対応するため、結婚、妊娠、出産、子育てに一貫した「切れ目のない支援」を行うとともに、同事業を実施する市町村に対し必要な経費を助成する。

   　○　事業実績　

(1) 市町村事業　　　　　10市町  （10事業）                        33,161千円
○　根拠法令等　平成30年度地域少子化対策重点推進交付金交付要綱
７　大阪府新子育て支援交付金(優先配分枠事業、成果配分枠事業、子育て支援（市町村計画）枠
事業)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予　算　額
	㉘　　５００，０００
	㉙　　５００，０００
	㉚　　５００，３００

	
	  １，７００，０００
	　１，７００，０００
	１，７００，０００

	
	－
	－
	８４７，２１２

	決　算　額
	 　　４７９，９４３
	４８７，４９８
	４７８，００２

	
	  １，７００，０００
	　１，７００，０００ 
	１，７００，０００

	
	－
	－
	８３１，０１８


　　　※上段：優先配分枠事業

　　　　中段：成果配分枠事業
　　　　下段：子育て支援（市町村計画）枠事業

「大阪府子ども総合計画」の目標達成に向け、市町村の新たな事業展開を支援するため、市町村に対して交付金を交付した。

　　〇　交付実績　　３３市９町１村（優先配分枠事業)、３３市９町１村(成果配分枠事業)、
２６市９町１村（子育て支援（市町村計画）枠事業）

　　〇　根拠法令等　大阪府新子育て支援交付金交付要綱

８　母子・父子福祉センター運営補助事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：千円）

	予算額
	㉘  7,689
	㉙ 7,689
	㉚7,689

	決算額
	　  7,689
	　  7,689
	　7,689


母子・父子福祉センターは、ひとり親家庭等に対して、各種の相談、生活指導等ひとり親家庭等の福祉のための便宜を総合的に供与することを目的とする施設であり、同センターを設置・運営する社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会に対し、その運営費を助成した。

９　母子家庭等就業・自立支援センター事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉘　14,754 
	㉙　14,754 
	㉚　17,858 

	決算額

(特定財源)
	14,754 
国庫（7,377）
	14,754 
国庫（7,377）
	17,858 
国庫（8,929）


ひとり親家庭等を対象に、職業相談から就業支援講習会の実施、就職情報の提供など一貫した就業支援サービスや養育費の相談など生活支援サービスを提供するため、社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会に委託した。

　　○根拠法令等　厚生労働省局長通知

大阪府母子家庭等就業・自立支援センター事業実施要領

１０　ひとり親家庭等日常生活支援事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予算額
	㉘  2,279

委託料　1,146

補助金  1,133
	㉙　3,797

委託料　1,118

補助金　2,679
	㉚　1,939

委託料　1,163

補助金　　776

	決算額

（特定財源）
	委託料  1,146

補助金　1,133
国庫  （1,328）
	委託料　1,039

補助金　　715

国庫　　（993）
	委託料　　821

補助金　　112

国庫　　（492）


母子家庭、寡婦及び父子家庭であって、就職活動等の自立促進に必要な事由または疾病等の社会的事由により、一時的に介護・保育等のサービスが必要な世帯に対し、家庭生活支援員を派遣して、必要な介護及び乳幼児の保育等を行わせるため、社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会に委託するとともに、ひとり親家庭等日常生活支援事業を行う市町村に対して、補助を行った。

○根拠法令等　厚生労働省局長通知、大阪府ひとり親家庭等日常生活支援事業実施要綱

１１　ひとり親家庭等生活向上事業

　　　　　　　　　　　　　                   　　　　　　　　  　　  　(単位：千円)

	予算額
	㉘     7,182

委託料   2,518

補助金   4,664
	㉙　　19,806

委託料　 2,518

補助金　17,288
	㉚　　13,823

委託料　 2,518

補助金　11,305

	決算額

(特定財源)
	委託料   2,518

補助金   4,374
国庫   （4,368）
	委託料　 2,517

補助金　14,125

国庫　（10,674）
	委託料　 2,518

補助金　10,629

国庫 　（7,087）


ひとり親家庭の様々な悩みの相談を比較的時間に余裕のある夜間、休日において、気軽に相談でき、適切なアドバイスを得ることのできる電話相談を社会福祉法人八尾隣保館に、また、子どものしつけ・育児や健康管理などの支援に関する講習会の実施を社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会に委託するとともに、ひとり親家庭等生活向上事業を行う市町村に対し補助を行った。

　　○根拠法令等　厚生労働省局長通知、大阪府ひとり親家庭等生活向上事業補助金交付要綱、ひとり親家庭等生活向上事業実施要領

１２　母子家庭・父子家庭自立支援給付金事業

                 　　　　    　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉘  20,370
	㉙　21,685
	㉚25,151

	決算額

(特定財源)
	20,361

国庫（15,270）
	21,020

国庫（15,763）
	24,783

国庫（18,587）


（１）母子家庭・父子家庭自立支援教育訓練給付金等事業

指定する教育訓練講座（雇用保険制度の教育訓練給付の指定教育訓練講座など）を受講した母子家庭の母等に対して、講座終了後に、対象講座受講料の６割相当額（上限２０万円）の支給を行った。

（２）母子家庭・父子家庭高等職業訓練促進給付金等事業
母子家庭の母又は父子家庭の父の生活の負担軽減を図り、看護師等就職に結びつきやすい資格取得を促進するため、修業年限１年以上の養成機関で修業する場合に、修業期間において訓練促進給付金等の支給を行った。

　　　※府所管区域はいずれも福祉事務所未設置町村

　　○根拠法令等　　厚生労働省局長通知
大阪府母子家庭・父子家庭自立支援教育訓練給付金事業実施要綱、

      　　　　　　　大阪府母子家庭・父子家庭高等職業訓練促進給付金等事業実施要綱
１３　ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

（単位：千円）

	予算額
	㉘  388,035
	㉙　7,520
	㉚　77,743

	決算額
	366,471
（国庫360,450）
	7,429
（国庫　－　）
	77,417

（国庫70,923）


　　　ひとり親家庭の親の資格取得に向けた支援を促進し、養成機関への入学準備金及び就職準備金の貸付を行うため、同事業を実施する社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会に対して、補助を行った。

　　　○根拠法令等　　大阪府補助金交付規則

１４　子どもの未来応援ネットワークモデル事業
                                                         （単位：千円）
	予算額
	㉘
	㉙ 12,356
	㉚ 7,245

	決算額

（特定財源）
	－
	　 　11,059　
（国庫5,707）
	　 　6,567　
（国庫　－　）


　　　　地域の人材を活用し、支援を要する子どもの発見から対策の実施、見守りまでをトータルでサポートするモデル事業を実施した。
　　　○根拠法令等　　子どもの貧困対策の推進に関する法律
　　　　　　　　　　　子供の貧困対策に関する大綱

１５　子ども輝く未来基金の運営

　企業や府民等からの寄附を受け、子ども輝く未来基金の積み増し及び事業実施を行った。

（１）基金の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	寄附金等
	㉘　　―
	㉙　　8,863
	㉚　　57,600

	基金残高
	㉘　　―
	㉙　　8,863
	㉚　　59,965


　　（２）【新規】子ども輝く未来基金事業
　　　直接子どもたちに提供できるものを基本に、子ども食堂等で使用する学習教材の支給や体験活動への参加費用の補助等を行った。
                                                       　  （単位：千円）
	予算額
	㉘－
	㉙－
	㉚15,700

	決算額
	  －
	  －
	  6,504


○根拠法令等　　大阪府子ども輝く未来基金事業費補助金交付要綱
大阪府子ども輝く未来基金による子どもの教育に関する事業実施要綱
大阪府子ども輝く未来基金による子どもの生活支援に関する事業実施要綱

１６【新規】子どもの貧困緊急対策事業費補助金
                                                     （単位：千円）
	予算額
	㉘－
	㉙－
	㉚ 289,455

	決算額
	  －
	  －
	　　 186,503


　　　　各市町村における地域の実情に応じた子どもの貧困対策にかかる施策立案、課題解決を図るため、市町村に対し補助を行った。
　　　○根拠法令等　　子どもの貧困対策の推進に関する法律
　　　　　　　　　　　子供の貧困対策に関する大綱

１７【新規】子ども食堂コンシェルジュ事業
　　　　子ども食堂等の居場所づくりを広げていくため、福祉基金の地域福祉振興助成金において、「食材」、「人材」、「ノウハウ」等の情報をストックした子ども食堂等居場所づくりの総合窓口を設置する事業者を募集し、補助を行った。
　　　※予算額（4,500千円）・決算額（4,489千円）は、別途掲載の「福祉基金の設置運営」に含まれる。
認定こども園・保育グループ
１　保育所・認定こども園の設置状況

（１）保育所設置認可（届出）・廃止等の状況

（単位：件）

	申請・届出種別
	公　立
	私　立
	合　計

	保育所設置届出・認可申請書
	０
	１
	１

	保育所休止届出・申請書
	０
	０
	０

	保育所廃止届出・申請書
	０
	６
	６

	保育所変更届出書
	０
	２
	２

	保育所施設長変更届出書
	１
	１
	２

	保育所名称・位置変更届出書
	０
	０
	０

	合　　計
	１
	１０
	１１


※大阪市・堺市・高槻市・東大阪市・豊中市・枚方市及び権限移譲済み市町が所管する保育所分を除く
○根拠法令等　　児童福祉法第３５条

大阪府保育所設置認可等要綱
（２）認定こども園の設置状況

（単位：件）

	施設類型
	㉙
	㉚
	㉛

	幼保連携型
	４３４
	４８１
	５４５

	幼稚園型
	６４
	７９
	９３

	保育所型
	７
	１３
	１８

	認可外施設型
	０
	０
	０

	計
	５０５
	５７３
	６５６


※各年度４月１日時点の設置数
就学前児童の保育・教育の一体的な実施と、地域における子育て支援機能を併せ持つ認定こども園について、設置者からの認可・認定申請及び届出に基づき、設置を行っている。

○根拠法令等　　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条、第１６条、第１７条
大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める条例

○大阪府子ども施策審議会　幼保連携型認定こども園認可部会
委員数　　５人（平成３１年３月３１日現在）
【平成３０年度第１回】
（1）開催日
　平成３０年９月７日（金）

（2）審議件数１件
【平成３０年度第２回】
（1）開催日
　平成３１年２月１２日（火）

（2）審議件数２４件

○根拠法令等　　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第１７条第３項
大阪府子ども施策審議会条例

２　児童福祉行政指導監査及び設備運営基準検査
府内市町村（政令市及び中核市除く）を対象に、子どものための教育・保育給付費負担金の執行状況、当該市町村の組織・機構、施設入所関係事務等の予算の編成・執行及び及びその他の事務処理状況等行政全般にわたる状況について、報告を徴収するとともに必要に応じてヒアリングを実施した。
○事務監査　　　３６市町村
○根拠法令等　　児童福祉法第４６条
３　施設型給付費等負担金交付に関する事務

市町村が支弁する市町村以外の者の設置する認定こども園等における施設型給付費等について、本府負担金等の支払を行ったほか、国庫負担金に関する交付申請・所要額調・精算等を行った。

福祉部予算（保育認定：２号認定、３号認定）　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉘　　　25,296,179
	㉙　　　27,674,319
	㉚　　　28,333,119

	決　算　額
	24,427,047
	27,422,882
	28,333,119


（参考）教育庁予算（教育標準時間認定：１号認定）　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉘　　　 3,261,384
	㉙　　　 4,962,735
	㉚　　　 5,988,798

	決　算　額
	3,232,758
	4,851,427
	5,809,749


４　子どものための教育・保育給付費補助金

認可保育所等への移行を希望する認可外保育施設や、認定こども園への移行を希望して長時間の預かり保育を行う幼稚園に対し、特定教育・保育施設への移行を前提として運営に要する費用について財政支援を行う市町村に対し、補助を行った。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉘　　　　　 49,002
	㉙　　　　 21,676
	㉚　　　　　9,559

	決　算　額
（特定財源）
	18,741
国庫（　－　）
	11,691

国庫（　－　）
	7,154

国庫（　－　）


○根拠法令等　大阪府子どものための教育・保育給付費補助金交付要綱

５　子ども・子育て支援交付金

子ども・子育て支援新制度に基づき策定する「子ども・子育て支援事業計画」により、延長保育事業や病児保育事業、利用者支援事業など、地域子ども・子育て支援事業を支援するため、市町村に対して補助を行った。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉘　　　5,739,444
	㉙　　　　6,228,735
	㉚　　　　6,841,570

	決　算　額
	5,122,499
	　　　　　5,883,229
	　　　　　6,208,054


※推進グループの再掲

○補助実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市町村数）

	事　　業　　名
	㉘
	㉙
	㉚

	延長保育事業
	３９
	４０
	４０

	病児保育事業
	３３
	３７
	３８

	利用者支援事業
	３１
	３６
	３９

	実費徴収に係る補足給付を行う事業
	５
	６
	７

	多様な事業者の参入促進・能力活用事業
	９
	８
	１０

	一時預かり事業
	３９
	４０
	４１


○根拠法令等　　子ども・子育て支援法第５９条

６　病児保育施設整備

病児保育事業を実施するための施設整備を行う市町村に対し、補助を行った。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉘　　　　　 3,908
	㉙　　　　　 16,448
	㉚　　　　23,366

	決　算　額
（特定財源）
	3,544
国庫（　－　）
	16,404

（現年　8,724）
（繰越　7,680）

国庫（　－　）
	22,916
国庫（　－　）


○補助実績

	施　設　数
	㉘　３市（３箇所）
	㉙　３市（５箇所）
	㉚　５市（６箇所）


○根拠法令等　　子ども・子育て支援整備交付金交付要綱

７　安心こども基金の運営

子育て支援対策臨時特例交付金等を活用し、安心こども基金の積み増し及び事業実施を行った。

（１）基金の状況

（単位：千円）

	基金残高
	㉘　　　20,609,287
	㉙　　　17,349,684
	㉚　　　10,345,541


（２）保育所等整備事業（安心こども基金事業）

待機児童解消のための保育所創設や老朽改築による保育環境整備などの保育所の施設整備等を行う市町村に対し、補助を行った。

（単位：千円）

	予　算　額
	㉘　　　　3,523,232
	㉙　　　　3,055,266
	㉚　　　　7,836,101

	決　算　額

(特定財源)
	2,193,746

基金（2,193,746）

（現年　2,108,291）
（繰越　　 85,455）
	2,590,189

基金（2,590,189）

（現年　2,590,189）
（繰越　　 　　 0）
	6,726,783

基金（6,726,783）

（現年　5,683,725）
（繰越　　1,043,058）


○補助実績

	市町村数
（箇所数）
	㉘　12市(35箇所)
（現年12市町）33箇所
（繰越 1市）　 2箇所
	㉙　　14市(43箇所)
（現年14市）　43箇所
（繰越 1市）  　2箇所
	㉚　　19市(81箇所)
（現年19市町）77箇所
（繰越 5市）  　9箇所


（３）小規模保育設置促進事業（安心こども基金事業）

賃貸物件等により新たに小規模保育事業を実施するため改修等を行う市町村に対し、補助を行った。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉘　　　　405,385
	㉙　　　　147,213
	㉚　　　　245,320

	決　算　額
（特定財源）
	120,681
基金（120,681）
	139,076

基金（139,076）
	211,168

基金（211,168）


○補助実績

	市町村数等
	㉘　3市（19箇所）
	㉙　5市（21箇所）
	㉚　5市町（22箇所）


（４）家庭的保育改修等事業（安心こども基金事業）

家庭的保育事業を実施するにあたり保育環境を整えるための建物の改修等を行う市町村に対し、補助を行った。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉘　　　　　　　0
	㉙　　　　　1,756
	㉚　　　　　0

	決　算　額
（特定財源）
	0

基金（　　　0）
	1,720

基金（1,720）
	0

基金（　　　　0）


○補助実績

	市町村数等
	㉘　0市（0箇所）
	㉙　1市（2箇所）
	㉚　0市（0箇所）


（５）認定こども園整備事業（安心こども基金事業）

認定こども園の保育所機能部分等の新設、修理、改造を行う市町村に対し補助を行った。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉘　　　　　　　0
	㉙　　　　100,065
	㉚　　　　83,716

	決　算　額
（特定財源）
	0

基金（      0）


	98,207

基金（98,207）

（現年　92,814）
（繰越　 5,393）
	82,420

基金（82,420）

（現年　56,810）
（繰越　 25,610）


○補助実績

	市町村数等
	㉘　０市（０箇所）
	㉙　3市（3箇所）

（現年3市）　3箇所
（繰越1市）  1箇所
	㉚　3市（3箇所）

（現年3市）　3箇所
（繰越1市）  1箇所


○根拠法令等

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱

安心こども基金管理運営要領

大阪府安心こども基金特別対策事業費補助金交付要綱

８　保育人材確保・質の向上

（１）保育士試験

保育士の資格を得ようとする者を対象に、指定試験機関を指定し保育士試験を実施した。

平成２７年度からは、地域限定保育士試験を実施している。
平成３０年度からは、後期試験において、通常試験と地域限定保育士試験を同時実施。

全科目免除は、児童福祉法施行規則第６条の１１の２第１項に基づく試験合格者。

	
	
	受験申請者数
	合格者数

	㉘
	通常試験
	2,081 名
	407 名

	
	地域限定試験
	1,771 名
	448 名

	
	全科目免除
	502 名
	502 名

	
	合　　計
	4,354 名
	1,357 名

	㉙
	通常試験
	1,895 名
	303 名

	
	地域限定試験
	1,844 名
	374 名

	
	全科目免除
	521 名
	521 名

	
	合　　計
	4,260 名
	1,198 名

	㉚
	前期通常試験
	2,311 名
	523 名

	
	後期通常試験
	1,351 名
	198 名

	
	地域限定試験
	1,195 名
	226 名

	
	全科目免除
	536 名
	536 名

	
	合　　計
	5,393 名
	1,483 名


○根拠法令等　児童福祉法第１８条の６

（２）保育士等登録制度推進事業

（福）日本保育協会に対し、保育士登録事務の委託を行った。

（単位：千円）

	予　算　額
	㉘　　　　　26,243
	㉙　　　　　20,911　　　　　
	㉚　　　　　21,392　　　　　

	決　算　額

（特定財源）
	20,021

手数料（　23,266）
	18,624

手数料（21,657）
	20,072
手数料（23,287）


○根拠法令等　　児童福祉法第１８条の１８

児童福祉法施行令第１６条、第１７条、第１８条

国家戦略特別区域法第１２条の５第８項

　　　　　　　　　　　　国家戦略特別区域法施行令第９条

（３）保育士・保育所支援センター事業

現在勤務していない、いわゆる潜在保育士に対し、各種相談を行ったほか、復職応援セミナーや職場体験等を実施し、就業を支援した。

○登録者数　２，１４７名

○就職者数　　　１８９名

（単位：千円）

	予　算　額
	㉘　　　　　13,602
	㉙　　　　　13,602
	㉚　　　　　13,011

	決　算　額

（特定財源）
	12,499
国庫（　 6,249）
	13,602

国庫（　 6,801）
	13,011
国庫（　 6,505）


○根拠法令等　　保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

（４）保育教諭確保のための資格等取得支援事業

幼保連携型認定こども園に従事する保育教諭を確保するため、幼稚園教諭の保育士資格取得及び保育士の幼稚園教諭免許状取得のための受講料並びに代替職員の雇上費について、補助を行った。

◎保育対策総合支援等事業費分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉘　　　　 19,434
	㉙　　　　 19,898
	㉚　　　　　26,931　　　　 

	決　算　額

（特定財源）
	4,532
国庫（3,130）
	4,018

国庫（2,725）
	4,008

国庫（2,950）


○補助実績

	施　設　数
	
㉘　４０施設
	
㉙　４５施設
	㉚　　　　４２施設


○根拠法令等　　保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

教育支援体制整備事業費交付金交付要綱

大阪府保育教諭確保のための資格等取得支援事業費補助金交付要綱

（５）保育士養成施設に対する就職促進支援事業

指定保育士養成施設を卒業予定の学生に対する保育所等への就職を促すための取組を積極的に行っている養成施設に対し、補助を行った。

（単位：千円）

	予　算　額
	㉘　　　　　18,450
	㉙　　　　　10,674
	㉚　　　　　4,323

	決　算　額

（特定財源）
	3,180

国庫（ 1,590）
	2,816
国庫（ 1,408）
	1,492
国庫（ 746）


○補助実績

	施　設　数
	㉘　　　　　６施設
	㉙　　　　　７施設
	㉚　　　　　５施設


○根拠法令等
　　保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

（６）保育対策総合支援事業費補助金

保育周辺業務を行う人材を配置し保育士の負担軽減を図る保育体制強化事業などを実施する市町村に対し、補助を行った。

(単位：千円)

	予　算　額
	㉘　　　　　113,984
	㉙　　　　　124,920
	㉚　　　　　158,976

	決　算　額

（特定財源）
	　　　　61,280
国庫（　14,995）
	78,217

国庫（28,544）
	113,648

国庫（45,848）


○補助実績

	市町村数
	㉘　　　　　１６市
	㉙　　　　１９市町
	㉚　　　　２１市町


○根拠法令等
　　大阪府保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

（７）保育士修学資金貸付等事業

平成２８年度より国の間接補助制度を利用して（福）大阪府社会福祉協議会を実施主体として、保育士資格の新規取得者の確保や保育士の離職防止、潜在保育士の就職支援を図るため、修学資金や保育補助者の雇上げ費用、保育料や就職準備金など必要な費用の貸付けを行った。

（単位：千円）

	予　算　額
	㉘　　　3,377,346
	㉙　　　28,846
	㉚　　　50,477

	決　算　額

（特定財源）
	3,306,136
国庫（ 3,298,046）
	28,178　

国庫（0）
	44,410　

国庫（0）


※㉘　　㉗繰越を含む

○貸付実績

	貸付件数
	㉘　　　８３件
	㉙　　　３３３件
	㉚　　　　６０２件


○根拠法令等
　　保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

（８）認定こども園等研修

幼保連携型認定こども園教育・保育要領への理解を深めるため、幼保連携型認定こども園及び移行予定の保育所・幼稚園に対し、研修を行った。

（単位：千円）

	予　算　額
	㉘　　　　　　373
	㉙　　　　　　373  
	㉚　　　　　　363  

	決　算　額

（特定財源）
	100
国庫（　 50）
	　　127  

国庫（　63）
	　　226  

国庫（113）


○根拠法令等　　子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費国庫補助金交付要綱

（９）公立幼保連携型認定こども園保育教諭研修事業

公立の幼保連携型認定こども園に勤務する保育教諭について、教育公務員特例法に基づき新規採用教員研修及び十年経験者研修を行った。

	予算額
	㉘　　　　 1,125
	㉙ 　　　　1,602
	㉚ 　　　　1,303

	決算額
（特定財源）
	265
（　－　）
	358

（　－　）
	1,054
（　－　）


○根拠法令等　　教育公務員特例法附則第４条・第５条

９　認可外保育施設関係事務

（１）届出事務
府内に所在する認可外保育施設から、児童福祉法第５９条の２に規定する届出を受け付けた。
	府内所在認可外保育施設数(平成３１年３月３１日現在)
	２３施設

	うち　届出対象施設数
	１６施設


※政令・中核市及び権限移譲済み市町が所管する認可外保育施設を除く。

○根拠法令等　　児童福祉法第５９条の２

大阪府認可外保育施設指導監督要綱
（２）指導監督事務

平成３０年度に府に指導監督権限のあった認可外保育施設２３施設のうち２１施設に対し、児童福祉法第５９条の規定に基づき立入調査を実施した。
○根拠法令等　　児童福祉法第５９条
認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書交付要領
（３）認可外保育施設職員研修
○開催日時　　　平成３０年９月１４日　午前９時３０分から午後１２時３０分
○主な研修内容　①講義：『保育所保育指針改定のポイント　子ども理解から遊び・活動を考える』

講師：大阪保育総合大学　学長　大方美香　氏　

②講義：『子どもを取り巻く課題と連携の必要性』
講師：大阪府福祉部　子ども室　家庭支援課　相談支援グループ
　
１０　産休等代替職員費補助金
児童福祉施設等の職員が出産又は傷病のため、長期にわたって継続する休暇を必要とする場合、その職務を代行する保育士等代替職員の雇用費に対して、補助を行った。
○賃金単価　　日　　　額　　５，９７０円（平成３０年度単価）

○任用期間　　産休の場合　　産前産後１４週間（多胎妊娠の場合は２２週間）
病休の場合　　病休開始後３１日目から９０日目まで

○交付先　　１６施設

（単位：千円）
	予　算　額
	㉘　　　　　10,089
	㉙　　　　　10,089
	㉚　　　　 　7,687

	決　算　額
	6,694
	4,892
	6,922


○根拠法令等　　産休等代替職員費補助金交付要綱
家　庭　支　援　課　

育　成　グ　ル　ー　プ
１　児童等の措置に伴う事務
（１）措置費の支出事務

保護児童等の児童福祉施設への入所措置及び里親への委託を子ども家庭センター所長に委任の上、実施するとともに、府が措置した児童等に係る措置費を児童福祉施設に対して支出した。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉘８，５１８，９９６
	㉙８，８８９，６３０
	㉚９，４６０，３７５

	決算額
(特定財源)
	　 ８，５１７，８６５
国庫(4,258,932)
	　 ８，８８９，６０４
国庫(4,444,802)
	９，２４１，２９３
国庫(4,875,786)


　　　　
○根拠法令等　　児童福祉法第50条
〔府の入所措置児童数〕福祉行政報告例より
	施　設　の　種　別
	平成３０年度中の府入所措置児童数

	児童養護施設
	２７２人

	乳児院
	７３人

	児童自立支援施設
	  　　　　　　　５８人

	児童心理治療施設
	  　　　　　　　２５人

	里　　　　　　　　　　　親
	  　　　　　　　７１人

	合　　　　計
	４９９人


○根拠法令等　児童福祉法第２７条・第３２条及び第４６条

２　里親制度の推進　

　（１）里親支援機関に対する事業委託（養子縁組里親）　　　　

養子縁組里親委託推進を図るため、新規里親に対する研修や週末里親事業、里親交流事業などの事業を行う里親支援機関に（公社）家庭養護促進協会を選定し、これらの事業を委託した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

	予算額
	㉘１４，２５０
	　㉙１１，８４４
	　　㉚１１，８４４

	決算額
（特定財源）
	　    １０，０８８
国庫 （５，０４４）
	　　  １１，８４４
国庫 （５，９２２）
	　　  １１，８４４
国庫 （５，９２２）


○根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱
（2） 里親支援機関に対する事業委託（はぐくみホーム）

児童が安心して生活できるはぐくみホームの登録数の増加に向けた普及啓発、新規里親のリクルート、里親希望者への研修実施、里親と児童のマッチング、支援の充実による不調事例発生予防という一貫した支援を行う里親支援機関に特定非営利活動法人キーアセット及び社会福祉法人和泉乳児院を選定し、これらの事業を委託した。

（単位：千円）

	予算額
	㉘　１７，９７９
	㉙　　４１，６１４
	㉚　　６３，３２０

	決算額
（特定財源）
	１７，９７９
国庫 （１７，９７９）
	４１，６１４
国庫 （２０，８０７）
	６３，３２０
国庫 （３１，６６０）


○根拠法令等　地域少子化対策重点推進交付金交付要綱（H27,H28のみ）

　　　　　　　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱(H29～)

（3） 里親支援機関委託事業

里親制度の普及啓発や里親希望者に対する研修の実施、里親の負担を軽減するための相互援助や交流の促進、養育技術の向上等への支援を行う里親支援機関に特定非営利活動法人キーアセットを選定し、これらの事業を委託した。

　　　（単位：千円）

	予算額
	㉘　　４，１８９
	㉙　　４，１８９
	㉚　　４，１８９

	決算額
（特定財源）
	４，１８９
国庫 （２,０９４）
	４，１８９
国庫 （２,０９４）
	４，１８９
国庫 （２,０９４）


○根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

（４）里親賠償責任等保障事業

里親活動の中で損害賠償を請求された場合及び里子が法律上の賠償責任を負担することで被った損害の補償を受けるため、里親賠償責任保険に加入した。（平成２９年度までは、委託里親に対する賠償責任保険料として、大阪里親連合会に対して補助）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予算額
	㉘　３１５
	㉙　３１５
	㉚　５９２

	決算額
	　　    ２６６　
	　　  　２９４
	　　  　５０２


３　児童養護施設等実習生受入・就職促進事業

　　　　児童養護施設等に入所している児童の養護・養育を行う職員の人材確保を図るため、就職をめざす学生等に対し知識や技術の向上を図る講座・実習を実施した。また、実習を受けた学生等に対し、トライアル雇用を通して、就職を促進するとともに、さらなる技術向上を図る丁寧な指導期間を確保するため、非常勤雇用する費用を補助した。

（１）実習指導・講座開催







　　（単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　)
	㉘　２，９３１
	㉙　２，９３１
	㉚　２，９３１

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　)
（特定財源）
	２，９３１

国庫（１，４６５）
	２，９３１

国庫（１，４６５）
	２，９３１

国庫（１，４６５）


· 根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

· 委託先
社会福祉法人大阪府社会福祉協議会

〔講座・実習の内容〕

	分野
	実施日
	科目

	社会的養護の理念
	平成30年11月9日
	子どもの権利擁護について

	対象者の理解
	平成30年11月2日
	社会的養護の理解、施設種別ごとの理解

	
	平成30年11月9日
	社会的養護を必要とする子どもの理解

	
	平成30年12月14日
	児童養護施設で生活する子どもたちを理解する講座

	支援技術
	平成30年11月30日
	家庭支援とソーシャルワーク

	
	平成30年12月7日
	社会的養護を必要とする子どもの日常生活における支援の理解と子どもたちの課題への対応

	
	平成30年12月14日
	施設生活におけるグループダイナミクス

支援スキル及び緊急時の対応

	
	基本的に12月16日～1月23日
	施設体験実習（２日間）

	演習・実習
	平成31年1月25日
	実習のフォローアップ演習


（２）実習生受入・就職促進事業






　　（単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　)
	㉘　５，４６３
	㉙　３，８３６
	㉚　３，８３６

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　)
（特定財源）


	４，８３０
国庫（２，４１５）
	３，１６１

国庫（１，３８７）
	３，３６２
国庫（１，６８１）


・補助実績　　１９施設

· 根拠法令等
児童養護施設等の職員人材確保事業実施要綱

児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

４　府立児童福祉施設の運営
　（１）施設賠償責任保険・生産物賠償責任保険

児童福祉施設等に入所する児童に対する、管理瑕疵等の損害賠償リスクを軽減するため、賠償責任保険に加入した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉘　１６６
	㉙　１６９
	㉚　１４３

	決算額
	１３６
	　１２６
	　１１４


　（２）大阪府立修徳学院環境改善事業

施設の老朽・狭隘化に伴い入所児童の生活環境の改善を図るため、寮舎の改築等を実施した。また、地震等の異常な自然現象により倒壊の恐れがあるブロック塀を撤去し、新たに目隠しフェンスの設置を進めた。
　　　　　　　　　　　　　　　　     　(単位：千円)

	予算額
	㉘　５７，９７９
	㉙　６２，６１２
	㉚　１４４，４７７

	決算額
（特定財源）
	５７，９７７

諸収入（13,835）
	５９，５４６

諸収入（12,952）
	８８，５３０

諸収入（27,411）


　　　　

・木工教室、第５・６寮舎建物賃貸借料、第９寮舎建物賃貸借料、第１・４寮舎建物賃貸借料、第７寮舎建物賃貸借料、第１０寮舎建物賃貸借料、第２寮舎建物賃貸借料

・厨房基本設計費

・放流型沈砂池堆積土砂浚渫事業

・修徳学院地震災害対策事業
（３）子どもライフサポートセンター学習支援プログラム委託事業

子どもライフサポートセンターの学習支援について、㈱トライグループに委託して実施した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予　算　額
	㉘　１２，５３７
	㉙　１３，５４６
	㉚　１２，２６９

	決　算　額

(特定財源)
	１２，５３７

（６，２６８）
	１３，０４４ 

（６，５２２）
	１０，６１４

（５，３０７）


５　児童福祉施設入所児に対する行事の開催　

児童福祉施設入所児童を対象とした行事開催経費に対し、次のとおり分担金を支出した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉘　１００
	㉙　７００
	㉚　１００

	決算額
	    １００
	    ７００
	    １００


　　
	行事名
	実施場所
	分担金交付先
	共催者
	分担金
	参加人員
	実施月日

	近畿児童福祉施設ｽﾎﾟｰﾂ大会
	泉大津市中央緑地フットサル上
	近畿児童福祉施設ｽﾎﾟｰﾂ大会実行委員会
	近畿6府県4政令指定都市
	100千円

	190人
	H30.8.2
～8.3



○根拠法令等　第67回近畿児童福祉施設ｽﾎﾟｰﾂ大会開催要項
６　施設退所者等に対する自立支援
（１）施設退所児童等に対する児童自立生活援助事業業務委託

児童養護施設等退所児童の円滑な地域社会への参加と自立を推進するため、自立支援事業を社会福祉法人大阪児童福祉事業協会に委託した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉘１１，２２９
	㉙１３，６０４
	㉚１３，０７９

	決算額
（特定財源）
	　１１，２２９
国庫（5,614）
	　１３，６０４
国庫（6,801）
	　１３，０７９
国庫（6,539）


　　　○根拠法令等　　退所児童等アフターケア事業実施要綱
児童養護施設の退所者等の就業支援事業実施要綱
（２）　身元保証人確保対策事業

施設退所児童の自立支援を図る観点から、退所後の就職やアパート等を賃貸する際に施設長等が身元保証人になった場合の損害保険契約を全国社会福祉協議会と契約を締結した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	予算額
	㉘　３１２
	㉙　３１２
	㉚　３１２

	決算額
（特定財源）
	２８８
国庫（１４３）
	２０３
国庫（１０１）
	１３３
国庫（６６）


　　　

　　　○根拠法令等　　身元保証人確保対策事業実施要綱
（３）　児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業

　　　　保護者等からの援助が見込めない施設退所者等に対し、その円滑な自立を支援するため、家賃相当額等を貸付ける事業を実施する社会福祉法人大阪児童福祉事業協会に補助した。

（単位：千円）

	予算額
	㉘　５２８，８０２
	㉙　２，３２３ 
	㉚　３，５０６ 

	決算額
（特定財源）
	     ４１１，１４７
国庫（410,792）
	１，８０１ 
	２，９３５ 


７　民間児童福祉施設の整備

（１）児童福祉施設等施設整備補助金の支出事務

社会福祉法人が行う児童養護施設等の施設整備に対して、補助することにより、入所児童等の生活環境を改善するとともに、児童等の権利擁護を推進した。

（単位：千円）

	予算額
	㉘207,165
	㉙572,636
	㉚190,670

	決算額

（特定財源）
	      　196,721  

国庫  （131,147）

地方債（ 65,000）
	      　572,636  

国庫  （381,757）

地方債（118,000）
	  　    183,177  

国庫  （122,118）

地方債 （47,000）


　　　　平成３０年度　児童養護施設等施設整備実績内訳　　　　　　　　　（単位：千円）

	所在地
	設置主体
	施設名称
	整備区分
	総事業費
	府補助金額（一般財源）
	国庫補助金額
	交付決定額

交付確定額
	支払

年月日

	東大阪市
	（社福）

花園精舎
	花園精舎
	改築

民老
	374,447
	59,860
	119,720
	179,580

179,580
	H31.5.27

	羽曳野
市
	（社福）

大阪福祉事業財団
	高鷲学園
	防犯対策強化
	3,757
	939
	1,878
	2,817
2,817
	H31.5.24

	茨木市
	（社福）

レバノンホーム
	レバノンホーム
	防犯対策強化
	1,040
	260
	520
	780
780
	H31.5.17

	合計
	3法人
	3施設
	－
	379,244
	61,059
	122,118
	183,177

183,177
	－


　　　　※花園精舎は2ヵ年事業（29年度～30年度）の内、３０年度分。

○根拠法令等　児童福祉法第56条の２

　　　　　　　　　　　次世代育成支援対策整備交付金交付要綱

（２）児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業費

　　　　　児童養護施設におけるケア単位の小規模化等、児童養護施設入所児童等の養育環境改善を図るための改修等を実施した。

   　 　(単位：千円)

	予算額
	㉘　３８，０００
	㉙　３８，０００
	㉚　３８，０００

	決算額
（特定財源）
	　　２７，６６１

国庫　 (13,830)　
地方債 (11,000)　
	　　３５，５１６
国庫　 (17,758)　
地方債 (14,000)　
	　　　６，９３８

国庫 　(4,649) 
地方債 (2,000) 


　　　　　　　　
・事業実績　　社会福祉法人…１、ＮＰＯ法人…１

○根拠法令　　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

児童養護施設等の生活向上のたの環境改善事業費補助金交付要綱
８　婦人保護施設の運営

（１）売春を行うおそれのある女性、あるいは様々な困難を抱える女性について、必要な援助等を行う女性自立支援センター（あゆみ寮、のぞみ寮の２寮総称）〔婦人保護施設〕の事務に関して、国その他関係機関との円滑な連絡調整等に努めた。

○根拠法令　売春防止法

（２）女性自立支援センターの管理運営業務委託

　婦人保護施設である府立女性自立支援センターの管理運営業務を委託した。

　　　　　　　　　　     （単位：千円）   

	予　算　額
	㉘ 182,009
	㉙ 183,308
	㉚ 184,785

	決　算　額

（特定財源）
	   182,009

国庫   (91,004)
	   183,308

国庫   (91,654)
	   184,785
国庫   (92,392)


〇　委託先　    社会福祉法人四天王寺福祉事業団

○　根拠法令等　大阪府社会福祉施設設置条例

９　母子保護の実施事務

〔平成３０年度中新規入所者・世帯数〕

	施　設　の　種　別
	入所者・世帯数

	助産施設
	　３７１人

	母子生活支援施設
	３７世帯


　　※平成３０年度福祉行政報告例より

○根拠法令等　　児童福祉法第２２条及び２３条

市町村児童保護費負担金の支出事務

市町村が、母子生活支援施設・助産施設に入所承諾した母子等の処遇に要する経費の一部を負担した。

(単位：千円)

	予  算  額
	　㉘100,898
	　㉙ 104,154
	　㉚ 89,142

	決  算  額
	94,492
	104,154
	89,127


○根拠法令等　　児童福祉法第５５条

１０　婦人保護施設退所者自立支援事業

婦人保護施設退所者の自立生活を支援するため、相談・訪問指導を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(単位：千円)

	予算額
	㉘3,427
	㉙3,464
	㉚3,464

	決    算    額

(特定財源)
	　　　3,427

国庫　(1,713)
	　　　3,464

国庫　(1,732)
	　　　3,383
国庫　(1,691)


　　　　

○根拠法令等　　婦人保護施設退所者自立生活援助事業実施要綱

婦人保護施設退所者自立支援事業実施要領
１１　視覚障がい幼児療育指導事業

(財)大阪府視覚障害者福祉協会に委託し、府内に居住する視覚障がい幼児に対する電話相談・通所指導・保護者研修を行った。

　                                                                （単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　)
	㉘　５，７１１
	㉙　５，７１１
	㉚　５，７１１

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　)
	　　　５，７１１
	　　　５，７１１
	　　　５，７１１


　　　　○事業実績
	
	２８年度
	２９年度
	３０年度

	電話相談
	１６件
	１３件
	７件

	通所指導
	１２人・１０６回
	１５人・１０９回
	１４人・１０２回

	研修事業
	１０回
	１１回
	９回


　
相　談　支　援　グ　ル　ー　プ
１　児童虐待の発生予防・早期発見のための広報啓発事業

１１月の児童虐待防止推進月間に、児童虐待防止のシンボルであるオレンジリボンの普及・啓発を、府内市町村、報道機関や鉄道事業者などの民間企業、地域と大阪府内全域で展開し、児童虐待防止に対する府民の関心を高め、オレンジリボンの定着を図る目的のキャンペーン事業をした。

　また、平成２７年７月から「１８９」の３桁となった児童相談所全国共通ダイヤルの周知に取組んだ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
	予算額
	㉘６，１３９
	㉙５，７８９
	㉚５，８６９

	決算額
（特定財源）
	  ５，７５４
国庫（２，８７７）
	  ５，３７３
国庫（２，６８６）
	  ５，３１０
国庫（２，６５５）


○根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

２　市町村児童家庭相談業務支援事業　　　　　　　

　　　児童福祉法改正により、市町村において児童家庭相談及び児童虐待通告受理を行うこととされたことから、市町村の児童家庭相談担当者に対し研修を行うことにより、市町村における児童家庭相談に関する技術的支援を行った。事業の実施については、特定非営利活動法人児童虐待防止協会に委託した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予  算  額
	㉘１，０２８
	㉙１，３９９
	㉚１，４３３

	決  算  額
（特定財源）
	  １，０２８
国庫　（５１４）
	  １，３９９
国庫　（６９９）
	  １，４３３
国庫　（７１６）


　　　　○根拠法令等　児童福祉法第11条第1項第1号

児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

　　

３　児童虐待防止対策事業

　（１）児童相談ＩＴナビシステム　　　　　　　

児童相談ＩＴナビシステムは、ＩＴを活用して相談事案の組織的な管理を行うことにより危機管理体制を強化するとともに、急増する児童虐待事案に対し蓄積データの検証により迅速かつ的確な判断を行い、早期に対応することで重大事案への発展を防ぐことを目的として子ども家庭センターに導入している。児童相談ＩＴナビシステムの保守管理業務等について、富士通株式会社に委託等して行った。　

（単位：千円）
	予  算  額
	保守料
ｻｰﾊﾞ使用料
改修費
付帯作業費
	㉘　６，３３３

８，４４１

２７，２３２

１１１
	㉙　５，６８４

８，３９６

８，０８８

０
	㉚　６，０４５

８，３９６

１１，２０８
０

	決  算  額
（特定財源）
	保守料
ｻｰﾊﾞ使用料
改修費
付帯作業費
（基金）

（国庫）
	６，３２５　
５，４０１　
２７，２３２　
９７　
（０）

（４，８３５）
	５，６８４　
８，３９６　
８，０８８　
０　
（０）

（１，１１７）
	５，９７７　
８，３９５　
５，４４４　
０　
（０）

（０）


※平成30年度は、児童福祉法改正に伴う改修と業務効率化を図るための各種改修を行っ

た。

　　　○根拠法令等　社会保障・税番号制度システム整備事業実施要綱

　　　　　　　　　　

（２）児童虐待等危機介入援助チーム

　　　増加・深刻化する児童虐待等子どもの権利侵害に適切に対応するため、子ども家庭センター所長の要請に応じ、事案について専門的見地から調査を行い、保護者、関係者に必要な助言を行うとともに、子ども家庭センター等関係機関に対して、必要な措置を講ずるよう助言を行った。

構成　弁護士96名、医師17名　計113名(H30.4.1現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予算額
	㉘　７，８５６
	㉙　９，９６５
	㉚１３，８１２

	決算額
（特定財源）
	７，８５６
国庫（３，５７８）
	９，９６５
国庫（４，４１０）
	１２，３８７
国庫（６，０９２）


〇根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

大阪府児童虐待等危機介入援助チーム設置運営要綱

　○事業実績
	２８年度
	２９年度
	３０年度

	１，５２８件
	９５５件
	１,１７６件


４　児童虐待事例等点検・検証専門部会

法律や医学等の専門家である外部委員により、子ども家庭センターにおける業務への助言や死亡事案等重大事件発生時の検証を行い、子ども家庭センターにおける業務の専門性及び客観性の向上を図るために設置されている会議である。平成３０年度は、死亡事案等重大事案２件（吹田市事案、箕面市事案）の検証を行うとともに、２センター（富田林子ども家庭センター、岸和田子ども家庭センター）の業務点検を行った。

（単位：千円）
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　)
	㉘　６４９
	㉙　６４９
	㉚　６３４

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　)
（特定財源）
	３０４

国庫（１５２）
	１９９

国庫　（９９）
	２５２

国庫（１２６）


○根拠法令等　児童虐待の防止に関する法律第4条

児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

５　児童虐待対応体制強化事業

児童虐待の通告件数が増加する中、子どもの安全確認・安全確保を確実に行う必要がある。

そのため、各子ども家庭センターに児童保護支援員（警察官ＯＢ）を計１７名配置し、児童虐待対応をすすめた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       （単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　　　)
	  ㉘    ２２，９４１
	  ㉙    ４０，９７６
	  ㉚    ５２，８５２

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　　　)
（特定財源）
	１７，４３１
  国庫 　（８，７１５）
	３１，５４１
  国庫  （１５，７７０）
	４２，８３９
  国庫  （２１，４１９）


　　　〇根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

６　学習支援事業

虐待等の理由により委託一時保護等された子どもの学習習慣や学力の維持を図るため、一時保護施設に学習支援員を派遣する学習支援事業を、社会福祉法人大阪府社会福祉協議会に委託し実施した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　)
	㉘　２６，４００
	㉙　２４，０７５
	㉚　２５，５４１

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　)
（特定財源）
	２５，２５０

国庫（１１，４４５）
	２４，０７５

国庫（１２，４９６）
	２５，５４１

国庫（１２，２４１）


　　　〇根拠法令等　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱

７　児童家庭支援センター運営事業委託料

地域に密着したよりきめ細かな相談支援を行うため、児童家庭支援センターを設置し、その運営を社会福祉法人　阪南福祉事業会に委託した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予　算　額
	㉘１０，９４６　
	㉙１０，９４６　
	㉚１０，５８８　

	決　算　額
（特定財源）
	９，４１１　
国庫 （４，７０５）
	９，５５８　
国庫 （４，７７９）
	１０，４４９　
国庫（５，２２４）


　　　〇　根拠法令等　児童福祉法第４４条の２

　　　　　　　　　　　児童家庭支援センター設置運営要綱

　　　　　　　　　　　児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金交付要綱
８　婦人保護事業

（１）売春を行うおそれのある女性、あるいは様々な困難を抱える女性について、相談や必要な援助等を行う女性相談センター〔婦人相談所〕の事務に関して、国その他関係機関との円滑な連絡調整等に努めた。

○根拠法令　売春防止法

（２）ＤＶ被害者からの相談や必要な援助等を行う府内７か所の「配偶者暴力相談支援センター（女性相談センター、６か所の子ども家庭センター）」の事務に関して、国その他関係機関との円滑な連絡調整等に努めた。

　　○根拠法令　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（３）２４時間３６５日すき間なく府民からのＤＶ相談に対応するため、夜間・祝日におけるＤＶ電話相談業務を、ＤＶ被害者支援に専門性を有する民間団体に委託し実施した。
貸　付　・　手　当　グ　ル　ー　プ
１　母子福祉資金、父子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付事業
（単位：千円）
	予算額
	㉘  1,654,626
	㉙ 　1,353,575
	㉚　 1,483,451

	決算額
（特定財源）

	950,789
(予算所属替分を含む)
繰越（1,176,717） 
償還（  590,835） 
雑入（    4,790） 
国貸（        0） 
繰入（   34,135） 
	491,481
(予算所属替分を含む)
繰越（855,687）
償還（589,016）
雑入 (  5,466）
国貸（　　　0）
繰入（ 35,112）
	637,939

(予算所属替分を含む)
繰越（993,810）
償還（564,262）
雑入（  6,142）
国貸（　　　0）
繰入（ 27,319）


ひとり親家庭及び寡婦の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図るため、母子家庭に対しては昭和２８年度から、寡婦に対しては昭和４４年度から、父子家庭に対しては平成２６年１０月から貸付を行っている。（資金種別１３種類）
平成３０年度に行った母子・父子・寡婦福祉資金貸付事業（貸付決定件数及び額）は、次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	貸付件数
	貸　付　額

	２８
	７１３ 
	４２５，８７７

	２９
	７１３ 
	４６１，７３４

	３０
	６６０ 
	４４１，１４７


※貸付決定ベース （継続貸付を含む。）
○根拠法令等　母子及び父子並びに寡婦福祉法
大阪府母子福祉資金、父子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付規則
２　市町村事務交付金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予算額
	㉘　1,126
	㉙  1,070
	㉚　  964

	決算額
	1,125
	964
	717


母子・父子・寡婦福祉資金貸付金の貸付けに係る申請の受理等に関する事務処理に対する交付金を各市町福祉事務所に交付した。
○根拠法令等　大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例
３　児童手当の給付事務

家庭における生活の安定と、次代の社会を担う児童の健やかな育ちを支援するため、平成30年度において、中学校修了までの児童を監護する保護者等に手当を支給した。

（１）給　付　費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　（単位：千円）

	予   算   額
	㉘　21,586,277
	㉙　21,021,914
	㉚　21,251,133

	決   算   額
	21,455,790
	20,877,147
	20,513,435


（２）支給対象児童数（平成31年2月末日）

　　　0歳から中学校修了前　　　　　　　　　1,069,125人

（受給者数648,320人）

　　　　　

（３）手　当　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　○３歳未満　月額：15,000円（一律）

　　　３歳以上小学校卒業まで　

月額：10,000円（第３子以降は月額15,000円）

中学生　月額：10,000円（一律）

所得制限（※）以上　月額5,000円（一律）

（平成24年度児童手当法より）

※所得限度額（年収ベース）960万円未満

　　　（根拠法令）・児童手当法

４　児童扶養手当給付事務

児童の福祉の増進を図ることを目的として、父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定の自立の促進に寄与するため、児童を監護する父又は母等に対して児童扶養手当を支給した。

　（１）給　付　費

　　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　         （単位：千円）

	予  算  額
	　㉘  572,143
	　㉙  599,150
	㉚　581,682

	決  算  額
	571,808
	572,414
	577,718


（２）受給権者数（平成31年3月末日）

　　　　受　給　者　　　　　　　      1,156人

　　　　全部停止者　　　　　　　        194人

（３）新規認定請求書受付件数　　　　　138件

（４）受給資格認定件数　　　　　　　　152件

（５）現況受付件数　　　　　　　　  1,242件

（６）手　当　額（平成31年3月現在）

　児童1人の場合

　　　　　全部支給者　　　　　　　　　　　　　月額　42,500円

　　　　　一部支給停止者　　　　　　　　　　　月額　42,490円　～　10,030円

　　　児童２人目以降の加算額（全部支給者）

　　　　　２人目の児童　　　　　　　　　　　　月額　 10,040円

　　　　　３人目以降の児童1人増すごとに　　  月額　  6,020円

児童２人目以降の加算額（一部支給者）

　　　　　２人目の児童　　　　　　　　　　　　月額　 10,030円　～　5,020円

　　　　　３人目以降の児童1人増すごとに　　  月額　  6,010円　～　3,010円

○　根拠法令　　児童扶養手当法

５　特別児童扶養手当給付事務

　　　精神又は身体に障がいを有する児童の福祉の増進を図ることを目的として、児童を監護する父母等に対して特別児童扶養手当を支給した。

１） 受給権者数（平成31年3月末日）

　　　　受　給　者　　               12,886人

　　　　全部停止者　　　　　　        1,267人

（２）新規認定請求書受付件数　      1,691件

（３）受給資格認定件数　　　　      1,688件

（４）所得状況受付件数　　         13,832件

（５）手　当　額（平成31年3月現在）

　　　　１級　　　　障がい児１人につき　月額　51,700円

　　　　２級　　　　障がい児１人につき　月額　34,430円　

○　根拠法令　　特別児童扶養手当等の支給に関する法律

６　電算処理事務契約関係

　　　(特別)児童扶養手当システムを使用するにあたり、システム保守点検業務とシステムサーバ機器等をリースした。

　（１）（特別）児童扶養手当システム保守点検

　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　                   　　（単位：千円）

	予　算　額
	㉘　1,530
	㉙　1,530
	㉚　1,530

	決　算　額
	1,530
	1,530
	1,530


（２）（特別）児童扶養手当システムサーバ機器等の賃貸借　　　　　　　 

（単位：千円）

	予　算　額
	㉘    538
	㉙    538
	㉚    538

	決　算　額
	538
	538
	538
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